
第４章　 男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・
ライフ・バランスの実現）

第１節　働き方の見直しを

１． 長時間労働の抑制、テレワークの活用等、働き方の見直しに向けた環
境整備を図る

１） 「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」・「仕事と生活の調和
推進のための行動指針」に基づく取組の推進

　経済界、労働界、地方公共団体の代表者、有識者、関係閣僚により構成される「仕事と生活
の調和推進官民トップ会議」の下に設置された「仕事と生活の調和連携推進・評価部会」では、
関係者間の連携を図るとともに、「憲章」・「行動指針」に基づく仕事と生活の調和の推進に向
けた取組状況の点検・評価を行っている。

２）長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進
　「労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）」に基づき、労働時間等の設定
の改善に向けた労使の自主的な取組を促進することにより、仕事と生活の調和を推進している。

３）労働時間等の設定の改善に取り組む中小企業に対する支援・助成
　「憲章」及び「行動指針」を踏まえ、長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進など企業
における取組の促進を図っている。

４）ライフスタイルに応じた多様な働き方の選択肢の確保
　パートタイム労働法に基づき、事業主への行政指導等を実施するとともに、パートタイム労
働者等の均衡待遇の確保等に取り組む事業主に対する奨励金の支給を通じて、正社員との均衡
のとれた待遇の確保等を推進している。また、フルタイム正社員より所定労働時間（日数）が
短いながら、正社員としての待遇が得られる短時間正社員の導入支援を行っている。

５）テレワークの推進
　2010（平成22）年５月に「新たな情報通信技術戦略」を策定し、その中で様々な働き方を希
望する人の就業機会の創出及び地域の活性化等に資する「テレワークの推進」を位置付け、
2015（平成27）年までに在宅型テレワーカーを700万人とする目標の実現に向けて、関係各省
が連携して、テレワークの一層の普及拡大に向けた環境整備、普及啓発等を推進することとし
ている。

６）農業経営体等における女性が働きやすい環境づくりの推進
　農山漁村の女性は、仕事に加え家事・育児等の負担が大きいことから、出産・育児期の女性
の負担を軽減し、農林漁業経営及び地域社会活動への参画を支援するため、家族経営協定の締
結の促進等を行っている。
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２．男性の子育てへの関わりを促進する
１）男性の育児休業の取得促進（パパ・ママ育休プラス）
　2010（平成22）年６月に施行された改正育児・介護休業法においては、男性労働者の育児休
業取得を促進するため、父母ともに育児休業を取得する場合に、育児休業取得可能期間を延長
する「パパ・ママ育休プラス」（日本版「パパ・クオータ」）等が盛り込まれた。

２）父親の育児に関する意識改革、啓発普及
　2010（平成22）年６月の改正育児・介護休業法の施行と合わせ、育児を積極的にする男性（「イ
クメン」）を広めるため「イクメンプロジェクト」（http://ikumen-project.jp/ ）を開始した。

３）男性の家事・育児に関する意識形成
　学校教育においては、男女相互の理解と協力、職業生活や社会参加において男女が対等な構
成員であること、男女が協力して、家族の一員としての役割を果たし家庭を築くことの重要性
などについて、学校教育全体を通じて指導することとしている。

第２節　仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を

１． 育児休業制度その他の両立支援制度の普及・定着及び継続就業の支援
とともに、子育て女性等の再就職支援を図る

１）育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着
　これまでの従業員数が100人以下の事業主に適用が猶予されていた短時間勤務制度、所定外
労働の制限の制度及び介護休暇について、2012（平成24）年７月１日より全面的に適用になる。
　この改正育児・介護休業法の周知・徹底を図るとともに、法律に規定されている育児・介護
休業や所定労働時間の短縮等の措置などの両立支援制度を安心して利用できる職場環境の整備
を支援している。

２）両立支援制度を利用しやすい職場環境の整備
　2011（平成23）年９月に助成金を再編し、育児や家族の介護を行う労働者が働き続けやすい
雇用環境の整備を行う事業主等を支援するため、両立支援助成金及び中小企業両立支援助成金
の支給を行っている。

３）育児休業の取得等を理由とする不利益取扱いの防止
　妊娠・出産、産前産後休業及び育児休業等の取得等を理由とする解雇その他不利益取扱いに
係る労働者からの相談には丁寧に対応し、法違反の疑いがある事案については迅速かつ厳正に
指導するとともに、法違反を未然に防止するため周知徹底を行っている。

４）妊娠中及び出産後の健康管理の推進
　男女雇用機会均等法に基づいた母性健康管理の措置及び労働基準法の母性保護規定につい
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て、事業主、女性労働者、医療関係者等に対し周知徹底を図っている。

５）子育て女性等の再就職支援
　子育て等のためにいったん離職した女性の再就職・起業等を支援するため「女性の再チャレ
ンジ支援プラン」（2006（平成18）年12月改定）に基づき、関係府省が連携して支援策の推進
に努めている。職業能力開発施設では、土日・夜間等の時間帯を活用した訓練コースを設定し、
訓練機会の確保を図った。

６）男女雇用機会均等の確保による就業継続の支援
　男女雇用機会均等法に沿った男女均等取扱いが徹底されるよう事業主に対し指導を行うとと
もに、労働者と事業主の間の紛争について都道府県労働局長による紛争解決援助及び機会均等
調停会議による調停により円滑かつ迅速な解決を図っている。

２．企業等における取組の「見える化」によりもう一段の取組を推進する
１）企業経営者等の意識変革
　2010（平成22）年９月には、仕事と生活の調和を実現するために必要となる仕事の進め方の
効率化について、企業向けの啓発パンフレット「ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた３
つの心構えと10の実践」を作成した。

２）一般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）の策定・公表の促進
　改正次世代育成支援対策推進法の施行により、一般事業主行動計画の策定・届出の一層の促
進に取り組んでいる。

３）次世代認定マーク（くるみん）の周知・取組促進
　適切な行動計画を策定・実施し、その目標を達成するなど一定の要件を満たした企業は厚生
労働大臣の認定を受け、認定マーク（愛称：くるみん）を使用できる。この認定制度及び認定
マークの認知度を高めるため、2011（平成23）年6月に創設された認定企業に対する税制上の
措置を周知し、認定の取得促進を図っている。

４）顕彰制度等による企業に対する支援
　自社の「仕事と家庭の両立のしやすさ」を点検・評価することができる両立指標や両立支援
を積極的に取り組んでいる企業の取組等を掲載したサイト「両立支援のひろば」（http://
www.ryouritsushien.jp/）を運用し、仕事と家庭の両立に向けた自主的な取組を促している。
　また、仕事と育児介護等の両立支援のための取組を積極的に行っており、かつその成果があ
がっている企業に対し、公募により「均等・両立推進企業表彰」を実施し、その取組を讃え、
広く周知している。

５）入札手続等における対応
　内閣府では2010（平成22）年度より、ワーク・ライフ・バランスや男女共同参画に関連する
調査について、一般競争入札総合評価落札方式により入札を行う際に、ワーク・ライフ・バラ
ンス等に積極的に取り組む企業を評価できるような仕組みを導入した。
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